夫婦共同扶養について
被保険者の子については、配偶者と同等の責任があることから夫婦共同扶養と考えます。
配偶者が被扶養者となっていない場合、子をどちらの被扶養者とすべきかは事由発生から一年間の収入見込みにより判断します。
ただし、事業所から支給される扶養手当などは二人ともないものとして収入を比較します。
（出生時の新規認定時と条件を揃えます）
育児休業中の方は現在の標準報酬月額が維持されるものとして考えますが、賞与予想額は各事業所の通例により計算してください。
それぞれ昇給昇格や育休終了時の時短勤務など現時点で想定される要素も含みます。
参考資料として過去一年間の賃金台帳、確定申告書写しなどをご提出ください。
相手方の健康保険組合で不認定通知が出ている場合はそちらも写しをご提出ください。

【収入判定チャート】
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[bookmark: _GoBack]厚生労働省の指導により、男女の区別なく配偶者の収入を確認するよう運用を変更いたします。
令和6年度より、子の扶養異動届を提出する際は、配偶者が被扶養者となっていない場合には、配偶者の収入証明を添付の上、申請頂きますようお願いいたします。
資料が不足している場合、認定の判断に時間を要する場合がありますのでご理解いただきますようお願いいたします。
扶養認定判定の例
どちらも夫側が当組合の被保険者とします。
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※複数の子がいる場合は夫婦どちらかの扶養としてまとめてください（離婚後は除く）

※育休中に収入が少ない場合にただちに子の削除を求めることはありませんが、育休明けに改めて

夫婦共同扶養の判定を行います。（例えば、一時的に第一子と第二子の扶養が分かれる場合があります）

※年間収入の見通しには残業時間の見通し、時短勤務の利用なども考慮します

被保険者から見て配偶者は

1

割以上年収が低い

例（被保険者：

600

万円 配偶者：

520

万円）

はい

子は被保険者の扶養となります

いいえ（

1

割以内の差に留まる）

被保険者より配偶者の方が標準報酬月額が低い

いいえ

事前に配偶者側で不認定がされて

いた場合は当初の希望である配偶

者側で認定可能です。

（保険者間で協議が必要です）

いいえ（配偶者が

1

割以上年収が高い）

はい

子は被保険者の扶養となります

同じ標準報酬月額

子は夫婦で望んだ側の扶養となりますので、

被保険者の扶養となれます

（場合により協議が必要となる場合があります）
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①

夫 妻 判定

年収：500万円 年収:400万円 年収500×0.9＝450万円

標準報酬月額：360千円 標準報酬月額：300千円 年収の差は1割以上

給与：36×12＝432万円 給与：30×12＝360万円 →夫の扶養として認定

賞与：34×2＝68万円 賞与：20×2＝40万円

②

夫 妻 判定

年収：500万円 年収：480万円 年収500×0.9＝450万円

標準報酬月額：360千円 標準報酬月額：380千円 年収の差は1割未満

給与：36×12＝432万円 給与：38×12＝456万円 →夫の扶養として認定可

賞与：34×2＝68万円 賞与：12×2＝24万円 （本来の希望を確認）

※②のケースで先に妻側で不認定通知を受けていた場合、保険者間で協議が必要

協議が整わない場合、先に扶養認定申請をした時点で標準報酬月額の高い方の

扶養とする（この場合妻側の扶養となる）

※年収の差が1割以内の場合、基本的に夫婦が希望した側の扶養として認定される

第二子以降の場合、収入の多い側にまとめて異動していくのは問題ないが、

既に子を扶養している側が1割以上収入が少ないと判定された場合、認定済みの

子はその時点では異動させず、育休明けに再判定を行うことがある

新たに認定される子がその時点で収入の多い側の扶養となりきょうだいで

一時的に扶養が分かれてしまう場合がある


